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〔要　　　旨〕

１　韓国農業は，小規模経営が主であること，米への依存度が高いこと，農家人口の高齢化

が著しいこと等，日本農業と共通した点が多い。また日本と異なり，農村の兼業機会が少

ないことから高齢専業農家が多く，農業の担い手確保や農地対策面で独特の課題を抱えて

いる。

２　韓国は90年代，ガット・ウルグアイ・ラウンド等国際化の流れにあわせて，施設野菜等

輸出戦略品目の育成をとおして競争力の強化を図ったが，IMF経済危機の影響もあり必ず

しも当初の目標を達せず，農家負債の累増を招いた。その後韓国農政は，親環境農業や直

接支払いを重視する方向に転換してきた。

３　韓国政府は，FTAおよびWTO交渉をにらみ，今後10年間で119兆ウォンを農業分野に投

入し，自由化の影響緩和と競争力強化を図る方針である。

４　日韓FTAによる経済効果は，短期的には日本の対韓輸出が増加するが，長期的には市場

統合と投資促進等の動態的効果により，両国にメリットが生じるとみられている。しかし，

この動態的効果の発現への道筋，韓国側に競争力があるとみられる農業部門の扱い，中

国・ASEANも視野に入れた交渉戦略等，問題点も多く残されている。

５　日韓FTAおよび日タイFTAは，家族経営農業が主体で経済の発展段階もさまざまである

アジアの実態を十分に踏まえた，柔軟性のあるFTAとすべきである。農業については，重

要品目を除外するとともに，日韓両国農業の共通の将来像を描いていくことも重要であろ

う。

韓国農業の現状と日韓ＦＴＡ
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1998年10月，小渕恵三首相・金大中大統

領による日韓首脳会談が開催され，「日韓

共同声明――21世紀に向けた新たな日韓パー

トナーシップ」が発表された。その後，研

究機関による調査の実施，経済人によるビ

ジネス・フォーラムの開催等を経て，政

府・産業界・学界の代表者からなるFTA

共同研究会が設置された。

この研究会は2003年10月に報告書をとり

まとめ，日韓FTAが双方にとって広範囲

にわたるメリットをもたらし，また東アジ

アにおける地域協力を強化する触媒として

も機能するものであるとして，交渉の早期

開始を提言した。

こうして日韓両国は03年12月に交渉を開

始し，05年内の実質合意を目標として交渉

が進められている。

日韓FTAは双方のメリットを追求する

ことを基本理念としているが，関税引下げ

は個別の分野にはマイナスの影響を及ぼす

場合も予想され，最近は，積極・消極両方

の意見が目につくようになった。

日韓FTAが双方のメリットを追求する

ものならば，この交渉は，相互の理解を一

層深めつつ，よりよい将来へ向けての共同

の道を見いだすものでなければならない。

そういう意味では，農業分野においても，

相互の理解はまだ不足しているのではなか

ろうか。

このような問題意識から，本稿では，韓

国農業の現状と課題について整理し，さら

に，日韓FTAが目指すべき方向について

考えてみることとした。

なお，日韓FTAにおいては非農業分野

においても多くの問題があるといわれる。

それらについても，可能な限り触れること

としたい。

（１） 韓国農業の概観

ａ　国土および人口

韓国の国土面積は9.9万k㎡と，日本の約

４分の１の広さである。人口は4,800万人

であるが，都市地域への人口集中が著しく，
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首都圏（ソウル・仁川両市と京畿道）

に総人口の半数近くが居住してい

る。なお，北朝鮮の面積と人口は，

それぞれ12.3万k㎡，2,300万人で

ある。

国土の64％は山林であり，耕地

面積は186万２千ha（国土の19％），

うち田が113万８千haを占めてい

る。

ｂ　農業の概況

韓国農業は，60年代以降の産業化・都市

化の影響を大きく受けてきた。GDPに占め

る農林漁業の割合は，65年には39.0％（日

本は10.1％）であったが，99年には5.6％

（日本は2.0％）に低下した。農家戸数，農

家人口，耕地面積は減少を続けており，現

在では農家比率，農家人口比率とも日本と

ほぼ同じ水準である（第１表）。

また，経営耕地規模が小さく，耕地に占

める水田の割合が高いことも，日本とよく

似た点である（同）。

一方，日本との違いもみられる。専業農

家比率は67.3％と格段に高いし，１戸当た

り世帯員数は2.8人と逆に少ない（02年）。

これは，韓国の農村では兼業機会に恵まれ

ないこと，その結果，農家の子弟は都市に

転出して他産業に就業してきたことの結果

である。このことは，後述するように，農

業の担い手や農地をめぐる韓国独特の課題

をもたらすことになる。

さらに，このような農家の人口動態は，

日本を上回る速さでの農家人口の高齢化を

引き起こしている（第１図）。

農業部門別の生産額推移をみたのが第２

表である。米の割合が低下する一方で，野

菜，果実，花き，畜産の各部門の割合が増

加し，02年現在でみると，日本とよく似た

構成比になっている。日本より米の割合が

高く，野菜，花きの割合がやや低い。部門

別に時系列でみると，野菜の割合が90年代

前半に急激に高まった後低下して00年代に

入り横ばいとなっており，一方，米はこれ

と逆の動きをたどった後，00年代に入り実

額でも減少傾向になっている。また，畜産

は90年代以降安定的にシェアを拡大してい
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農家戸数�
農家比率�
専業農家率�

農家人口�
農家人口比率�
１戸当たり世帯員数�

耕地面積�
同水田割合�
１戸当たり耕地面積�

資料　韓国農林部「農林業主要統計」、農林水産省「ポケット農林水産統計」  
（注）　日本の「農家人口」「１戸当たり世帯員数」は販売農家の人口・世帯員

数。     

第1表　韓国農業の概況�

千戸�
％�
％�

千人�
％�
人�

千ha�
％�
ha/戸�

単位�

２，４８３�
４２．４�
６７．７�

１４，４２２�
４４．７�
５．８１�

２，２９８�
５５．４�
０．９３�

１９７０年�

２，１５５�
２７．０�
７６．２�

１０，８２７�
２８．４�
５．０２�

２，１９６�
５９．５�
１．０２�

８０�

１，７６７�
１５．６�
５９．６�

６，６６１�
１５．５�
３．７７�

２，１０９�
６３．８�
１．１９�

９０�

１，２８０�
８．５�
６７．３�

３，５９１�
７．５�
２．８０�

１，８６３�
６１．１�
１．４６�

０２�

３，０２８�
６．２�
１４．５�

９，８９８�
７．８�
４．４０�

４，７６２�
５４．７�
１．５７�

日本（０２）�

資料　韓国農林部「農林統計年報」,農林水産省「農業サン
セス」ほか�

４５�

４０�

３５�

３０�

２５�

２０�

１５�

１０�

０�

（％）�

３８．２�
３６．８�

１６．７�

７．９�

２８．５�

１７．８�

１９７０年�７５�８０�８５�９０�９５�００�０２�

第1図　６０歳以上農家人口比率の推移�

日本�

韓国�
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る。このような動きは，後述

するとおり，ガット・ウルグ

アイ・ラウンド対策として90

年代に施設野菜等の輸出戦略

品目育成が積極的に図られた

ことと，それが必ずしも目的

を達せず，逆に農家負債の累

増等の問題が深刻化するなか

で，方向転換が行われたこと

を反映したものである。

農家経済についてみると，農業所得の割

合は長期的に低下しつつあるものの，現在

なお半分近くを占めており，日本と比較す

ると高い比率になっている（第３表）。農

家所得の伸びは近年になって鈍化傾向にあ

る一方で，農家負債は，90年代以降急速に

増加してきた。本年４月に発表された農家

経済調査結果によれば，03年の農家負債は

2,697万１千ウォンと農家所得2,654万３千

ウォンを上回るに至っている。
（注１）

ウルグア

イ・ラウンド対策として積極的に資金が投

入されたことの結果としての農家負債問題

への対策は，農家経済再建の観点からも，

今後の韓国農業の新しい展開を進めるうえ

でも，大きな課題となっている。

韓国の食料自給率は低下を続け，供給熱

量自給率は70年の79 .5％から00年には

50.6％となった。
（注２）

品目別にみると，第４表

のとおり，穀類が約３割と日本と同様の低

い水準にあり，畜産物，果実の自給率も低

下を続けている。

（注１）10ウォン≒１円
（注２）韓国農村経済研究院『食品需給表』

（２） 韓国の農産物貿易

ａ　韓国の農産物貿易

韓国は，60年代以降輸出の伸びに牽引さ

れて経済発展を遂げてきた。IMF危機後の

ウォン安と輸入減少から，98年以降貿易収

支は黒字となっている（第５表）。

   （単位　１０億ウォン，億円，％）

穀物・いも類�

　うち米�

野菜�
果実�
花き�
その他農産物�
畜産�

　  合　計�

資料　韓国農林部「農林統計年報」,農林水産省「生産農業所得統計」      

第2表　農業生産額の推移�

７，９４１�

７，３９９�

３，３２３�
１，３０９�
２３９�
９６４�
３，９５２�

１７，７２８�

�

４４．８�

４１．７�

１８．７�
７．４�
１．３�
５．４�
２２．３�

１００．０�

�

８，５６１�

７，８６６�

６，５１６�
３，０２５�
５１１�
１，２８３�
５，９５９�

２５，８５５�

３３．１�

３０．４�

２５．２�
１１．７�
２．０�
５．０�
２３．０�

１００．０�

１９９０年�

１１，０９７�

９，５５６�

６，７６９�
２，５８３�
７８４�
１，８６２�
９，０５２�

３２，１４７�

３４．５�

２９．８�

２１．１�
８．０�
２．４�
５．８�
２８．２�

１００．０�

９５�

２６，２３５�

２１，７７４�

２１，９３３�
７，１５９�
４，４４３�
４，０１０�
２４，９７５�

８８，７５４�

２９．６�

２４．５�

２４．７�
８．１�
５．０�
４．５�
２８．１�

１００．０�

０２� 日本（０２）�

   （単位　千ウォン，千円，％）

農家所得（ａ）�

　農業所得（ｂ）�
　農外所得�

     （ｂ/ａ）　 �

農家負債（ｃ）�

     （ｃ/ａ）　 �
資料　韓国統計庁「農家経済統計」,農林水産省「農業経営

統計調査報告」     

第3表　農家経済の推移（１戸当たり）�

２，６９３�

１，７５５�
９３８�

６５．２�

３３９�

１２．６�

１９８０年�

１１，０２６�

６，２６４�
２，８４１�

５６．８�

４，７３４�

４２．９�

９０�

２４，４７５�

１１，２７４�
８，１４０�

４６．１�

１９，８９８�

８１．３�

０２�

７，８４２�

１，０２１�
６，８２１�

１３．０�

３，２６４�

４１．６�

日本（０２）�

   （単位　％）

穀類�
米�

大豆�

野菜�
果実�

牛肉�
豚肉�
鶏肉�

牛乳�
資料　農村経済研究院「食品需給表」,農林水産省「食料需

給表」    

第4表　主要品目別自給率�

５３．３�
９５．１�

３５．１�

１００．２�
９８．６�

９３．０�
９７．５�
１００．０�

１０９．７�

１９８０年�

４３．８�
１０８．３�

２０．１�

９８．９�
１０２．５�

５３．６�
１００．３�
１００．０�

９２．８�

９０�

３２．２�
１０２．７�

７．７�

９８．３�
８８．９�

４２．３�
９０．８�
７６．１�

７７．４�

００�

２８�
９５�

５�

８２�
４４�

３４�
５７�
６４�

６８�

日本（００）�



そのなかで，農産物については輸入超過

が続いており，その赤字幅は近年拡大傾向

にある。

農産物輸出は，日本が最大の輸出先であ

るが，口蹄疫の発生による豚肉輸出の中断

および近年の日本の景気低迷により，伸び

悩み傾向にある。主な対日輸出農産品目は，

アルコール飲料，生鮮野菜，栗，切花等で

ある。

一方農産物輸入は，アメリカからの輸入

が多く，また中国からの輸入が増加しつつ

ある。日本からの輸入は，たばこ，種子等

を除き少ない。

この結果日本との農産物の貿易収支は黒

字幅が縮小しつつも３億ドル程度の黒字を

維持しており，一方，アメリカに対しては

20億ドル規模の赤字が続き，中国に対して

は近年急速に赤字が拡大している。

なお，日韓の全体の貿易収支は日本の大

幅黒字である（02年で16,356億円）。
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また，日本の農産物輸入相手先は，アメ

リカ，EU，中国，オーストラリア，カナ

ダ，タイ等の順で，韓国は第９位（総輸入

額の1.7％）となっている（
（注３）

03年）。

ｂ　韓国の農産物貿易にかかる国境措置

日韓の関税率を比較すると，全品目加重

平均で日本は2.7％，韓国は9.2％となって

いる（01年，第６表）。とくに農産品は，日

本の10.6％に対し韓国は84.0％と高い。ま

た非農産品の場合でも，主要な工業製品分

野で５％程度の関税率格差がある。

次に，農産物にかかる関税以外の国境措

置については，まず，米にかかる関税化猶

予措置がある。韓国はウルグアイ・ラウン

ドにおいて，日本と同様関税化猶予の特例

措置を適用した。日本はその後99年に関税

化を受け入れたが，韓国は04年まで関税化

を猶予中である。ミニマム・アクセスは途

上国の規定を適用し，95年の１％（５万１

千トン）から04年の４％（20万１千トン）

   （単位　百万ドル）

輸
出�

輸
入�

資料　韓国農林部「農林業主要統計」 

第5表　韓国の農産物貿易�

１３６，１６４�

１，５０８�

５６３�
４９�
１００�

１４４，６１６�

７，６０９�

１９４�
９８１�
２，６８７�

△８，４５２�

△６，１０１�

３６９�
△９３２�
△２，５８７�

�

１９９７年（ａ）�

１６２，４７１�

１，４７３�

４８７�
９９�
２０３�

１５２，１２６�

７，６５０�

１９３�
１，３０９�
２，２９２�

１０，３４５�

△６，１７７�

２９４�
△１，２１０�
△２，０８９�

�

０２（ｂ）�

２６，３０７�

△３５�

△７６�
５０�
１０３�

７，５１０�

４１�

△１�
３２８�
△３９５�

１８，７９７�

△７６�

△７５�
△２７８�
４９８�

（ｂ－ａ）�

総輸出額�

　うち農産物　　�

　　うち対日本�
　　　　　中国�
　　　　アメリカ�

総輸入額�

　うち農産物　　�

　　うち対日本�
　　　　　中国�
　　　　アメリカ�

総額�

　うち農産物　　�

　　うち対日本�
　　　　　中国�
　　　　アメリカ�

収
支�

   （単位　％）

全品目�

農産品（水産品を除く）�
水産品及び水産加工品�
石油�
木材,パルプ,紙,家具�
繊維及び衣料品�
皮革,ゴム,履物,旅行用具�
金属�
化学製品及び写真用品�
輸送機器�
機械類（電気機械を除く）�
電気機械�
鉱物性生産品,宝石,貴金属�
その他工業製品�

資料　日韓自由貿易協定共同研究会「日韓自由貿易協定
共同研究会報告書」   �

（注）　２００１年の貿易加重平均実行税率である。   

第6表　日本と韓国の関税率比較�

９．２�

８４．０�
１３．０�
４．５�
４．０�
９．８�
６．７�
３．９�
６．９�
５．０�
４．７�
２．３�
２．９�
５．５�

韓国（ａ）�

２．７�

１０．６�
４．４�
０．９�
１．４�
９．３�
１１．０�
０．６�
２．０�
０．０�
０．０�
０．１�
０．６�
０．７�

日本（ｂ）�

６．５�

７３．４�
８．６�
３．６�
２．６�
０．５�
△４．３�
３．３�
４．９�
５．０�
４．７�
２．２�
２．３�
４．８�

（ａ－ｂ）�



に拡大してきた。本年に入り，05年以降の

取扱いについて交渉が開始され，韓国は関

税化猶予措置を延長する方針で臨んでい

る。交渉参加国からは，ミニマム・アクセ

ス数量の増加や，現在加工用に向けている

輸入米を一般消費者が購入できるようにと

の要求が出されているといわれ，米が余剰

となっている韓国にとって厳しい交渉が進

められている。

米以外の品目では，唐辛子，にんにく，

たまねぎ等が国家貿易品目として保護され

ている。

（注３）農林水産省『農林水産物輸出入概況』

（３） 品目別にみた特徴と課題

ａ　米

韓国では農家経済に占める農業所得の割

合が高く，農業のなかで米が占める位置も

日本より高い。このため，米はわが国と同

等あるいはそれ以上に重要な作目である。

最近の米需給は第７表のとおり過剰基調

である。これは，国民一人当

たりの米消費量が食生活の西

洋化の影響で減少を続けてい

ること（70年136.4kg→90年

119.6kg→02年87.0kg），稲作収

入の相対的な安定性，ウルグ

アイ・ラウンド合意の結果と

してのミニマム・アクセス米

の輸入，等によるものである。

このため，03年から生産調整

が開始されている。

米の生産費を第８表に掲げ

た。日本の約35％の水準にあるが，米の生

産費が１kg当たり８円程度と
（注４）

いわれる中国

も含めて考えると，日韓の差は意味のない

ものともいえる。日本と比較して特徴的な

のは，支払地代の割合が大きいことである。

とくに５ha以上の大規模層になると全生産

費の約４割を支払地代が占め，そのため規

模の割には生産費を圧縮できていない。こ

れは，農村部から都市部への急激な人口移

動と，高齢専業農家のリタイアがすすむな

かで，農地の貸借がすすんだためである

（第２図）。韓国では日本と異なり，都会に
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   （単位　千トン）�

総供給量�

　生産�
　輸入�

　食用供給量�
　輸出�
　加工�

　期末在庫�

資料　韓国農村経済研究院「食品需給表」  �
（注）　２００１年は暫定値。  

第7表　米の需給�

７，４７０�

５，８９８�
０�

５，１７７�
０�
２２�

２，０２５�

１９９０年�

６，４８６�

５，２９１�
２１７�

４，３９２�
０�
０�

１，３３５�

０１�

   （単位　ウォン，％）

物財費�

　うち肥料農薬費�
　　　農機具費�

労働費�

　うち雇用労賃�

資本利子・地代�

　うち支払地代�

全算入生産費�

資料　韓国統計庁「農産物生産費統計」,農林水産省「米生産費」から筆者作成     �
（注）１　玄米・精米換算率は９４％とした。     �

２　為替レートは１円＝１０．０ウォンとした。     

２４，３３４�

７，８７５�
１３，３５３�

１９，５７２�

３，４６２�

４４，０８９�

１９，１５６�

８７，９９５�

総平均�

２７．７�

８．９�
１５．２�

２２．２�

３．９�

５０．１�

２１．８�

１００．０�

構成比�

１２４，８０９�

２３，９５７�
４２，７６６�

７７，１９１�

３，２０６�

５０，７７３�

６，６２４�

２４５，９４３�

総平均�

５０．７�

９．７�
１７．４�

３１．４�

１．３�

２０．６�

２．７�

１００．０�

構成比�

１９，４３５�

８，２２４�
８，２３７�

１５，０３９�

２，８７２�

４８，６５７�

３３，０４６�

８３，１３１�

５ha以上�
平均�

２３．４�

９．９�
９．９�

１８．１�

３．５�

５８．５�

３９．８�

１００．０�

構成比�

韓国� 日本�

第8表　米生産費の日韓比較（精米８０ｋｇ当たり）�
２００２年�



居住したまま所有する農地を貸している人

も多いといわれる。高齢専業農家のリタイ

アは今後さらにすすむとみられ，農地の担

い手への集積と地域農業の再編は，韓国に

とって大きな課題になっている。

流通面では，米の一部を政府が買い入れ

る部分管理が行われている。02年の政府買

入量は全体の16％，買入価格は160,160ウ

ォン／精米80kg，政府販売価格は152,100ウ

ォンであった。政府買入価格は90年代に相

当引き上げられたが，最近は抑制気味に運

用されている。政府以外への販売は，農協

への出荷が約40％，業者への出荷が約60％

といわれる。

韓国では，かつては増産目的で多収穫米

が多く作付けされた時期もあったが，現在

では高品質米志向が高まっており，政府も

それを支援している。最近は，有機・低農

薬米や機能性米(高麗人参コーティング米等)

が人気を集め，高価格で販売されている。

本年１月に筆者がソウル市内の百貨店や農

協店舗で行った店頭調査では，精米10kg当

たりで，一般米が23,000ウォン程度である

のに対し，「特別栽培循環農法米」が

57,000ウォン，「合鴨農法米」が69,200ウォ

ン，「梅のコーティング米」が48,300ウォ

ンで販売されていた。また，韓国で最もブ

ランド力があるとされる「イングンニンピ

ョ米」は，30,000ウォン前後であった。

韓国農村経済研究院の調査によれば，家

庭における米の平均購入価格は，20kg当た

り45～48千ウォンの価格帯が最も多い

（26.5％）が，60千ウォン以上の米を購入す

る世帯も4.6％あり，これらの層では味と

安全性を重視して米を購入しているとされ

る。
（注５）

しかし現在のところ，品質面では日韓両

国の米には差があるように思われる。韓国

で代表的な品種は「秋晴れ」であり，日本

の人気銘柄は一部でしか出回っていない。

また，白濁米がかなり混入しているが，日

本人からみて食味が劣ると感じる一因にな

っているようである。これを除去した「完

全米」も販売されつつあるが，価格は相当

高いといわれる。この原因としては，高温

での乾燥，定温倉庫が普及していない，精

米時の熱による劣化等があるといわれる。

筆者は本年１月に，韓国一のブランド米

地帯といわれる利川（イチョン）地区を訪

れた。ソウルから南東に約50kmに位置す

る田園地帯である。この地域は盆地気候，

水質，土質等の面でおいしい米作りに適し

ているといわれ，20年ほど前から米のブラ

農林金融2004・7
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資料　韓国統計庁「農家経済統計」�
（注）　米以外の作目農家を含む抽出調査結果である。�
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４５�

４０�

３５�

３０�
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第2図　借地および借地比率�
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ンド化に取り組んでいる。王朝時代はこの

地域で作られる米が献上されていたことか

ら，域内10農協で「イングンニンピョ」

（王様印の意味）のブランドで販売をはじめ，

95年には商標登録を行った。生産者に高度

の品質管理を求めつつ，カントリーエレベ

ーター等出荷施設を整備，また，消費動向

にあわせていち早く小袋包装にも取り組ん

できた。さらに，有機・無農薬米，合鴨農

法米にも取り組んでいる。01年および03年

の消費者調査でNo.1ブランドとして受賞，

高級百貨店等からの引き合いも多いとのこ

とであった。こうした努力の結果，イング

ンニンピョ米は全国平均より15％程度高い

出荷価格を実現している。米の需給が緩和

するなかで，このような取組みは今後他地

域にも広がっていくと思われる。

ｂ　野菜

90年代，韓国の野菜生産は消費の伸びに

支えられて大きく拡大した（第９表）。ま

たこの間，ウルグアイ・ラウンド対策とし

て施設園芸の拡大に力を入れ，施設野菜の

栽培面積が増加し（第10表），野菜の総生

産量に占める施設野菜の割合は90年の

11.7％から02年には31.7％にまで上昇した。
（注６）

これを生産指数でみたのが第11表である。

施設野菜は果実，花き，豚，生乳と並んで

高い伸びを示している。

これは，日本への野菜輸出の増加として

一定の成果に結びついているが，農家負債

の増加やIMF経済危機による消費減少もあ

り，競争力強化という所期の目的は十分に

達成できていないとされている。また，施

設も，ガラス温室等の高度な温室の割合は

低いといわれ，投下資金を有効に回収する

うえでネックになっているといわれる。

さらに，中国からの野菜輸入の増加もあ

り，韓国の野菜生産はさらなる構造改革と

競争力強化の課題を抱えているといえよう。

   （単位　千トン）�

総供給量�

　生産�
　輸入�

　食用供給量�
　輸出�
　加工�

　期末在庫�

資料,（注）とも第７表に同じ�

第9表　野菜の需給�
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   （単位　千ha，％）

露地�
施設�

　合計�

施設面積�
の割合�
資料　韓国農林部「農林統計年報」  
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２５１�
８３�

３３４�

２４．９�

０２�

米�

葉菜類（露地）�
葉菜類（施設）�

果菜類（露地）�
果菜類（施設）�

根菜類（露地）�
根菜類（施設）�

果実�
花き�

韓牛�
豚�

生乳�

資料　第１０表に同じ�

第11表　主要品目別農業生産指数�
（１９９９～２００１年＝１００）�
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品目別にみると，国内消費動向，労働力

の制約，中国からの輸入，輸出先での中国

との競合がからんでさまざまな動きが予想

される。今後生産が伸びる品目としては，

需要が伸びているたまねぎ，キャベツ等や，

国内需要に加え日本中心に輸出が期待でき

るトマト，イチゴ，パプリカ等があげられ

る。キュウリも拡大期待が高いが，景気低

迷による日本への輸出減少もあり，伸びは

鈍化するとみられている。また，白菜，大

根，スイカ，マクワウリは，消費減少のた

め，生産は縮小傾向が予想される。白菜に

ついては，中国産キムチの輸入増加が大き

な圧迫要因となっている。

つぎに，卸売価格の日韓比較をしてみる

と，品目や年によりかなりの変動があるが，

02年では東京がソウルの２倍程度の品目が

多い（第12表）。ただしこれを，生産者受

取価格および小売価格も含めて比較する

と，川下に行くほど日韓価格差が縮小する

傾向にある（第３図）。わが国においては，

青果物の小売価格に占める生産者受取価格

の割合は47％程度と試算されているが，
（注７）

韓

国の場合も，流通経費の占める割合が相当

高くなっている可能性がある。

ｃ　果実

韓国の果実消費は90年代に大きく伸び，

生産もそれにあわせて増加した（第13表）。

しかし近年は輸入が増加し，国内生産は頭

打ち傾向にある。なお植物防疫法により，

リンゴ，梨，柿，桃等について，一部を除

き輸入禁止措置がとられており，現在輸入

されているものは，チリ，アメリカからの

ブドウ等を除き，国産果実と競合の少ない

ものが中心となっている。

品目別には，梨，ブドウは生産が拡大し

てきたが，リンゴおよび柿は減少ないし頭

打ち傾向にある。今後は，消費の頭打ち，
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   （単位　ウォン）
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資料　ソウル特別市農水産物公社「農・水・畜産物取引年報」,  
東京都「東京都中央卸売市場年報」    �

（注）１　ソウルは上物、東京は全体平均価格である。    �
２　１円＝１０ウォンで換算した。    
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第3図　日韓の価格比較�
東京／ソウル�

資料　韓国農林部「農林統計年報」,ソウル特別市農水産物
公社「農・水・畜産物取引年報」,韓国統計庁「消費者物
価調査価格月報」,農林水産省「農業物価統計調査」,
東京都「東京都中央卸売市場年報」,総務省「小売物価
統計調査」   �

（注）１　「生産者受取価格」は２００２年全国平均。�
２　「卸売価格」は２００２年のソウルおよび東京比較。�
３　「小売価格」は２００４年１月のソウルおよび東京都
区部比較。�
４　１円＝１０ウォンで換算。�

３．５�

３．０�

２．５�

２．０�

１．５�

１．０�

０．５�

０．０�

（倍）�

ホウレンソウ�

受
取
価
格�

生
産
者�

卸
売
価
格�

小
売
価
格�

ニンジン�

キャベツ�
タマネギ�



輸出の中国との競合，輸入増加，植物防疫

法により輸入が抑制されていること等を勘

案すると，モモを除き縮小を余儀なくされ

る品目が多いとみられ，競争力を強化する

方策が強く志向されてくるものと思われ

る。

卸売価格は第14表にみるとおりであり，

年によって変動は大きいことに留意が必要

であるが，総じて野菜よりも日韓価格差は

小さいようである。

ｄ　畜産物

韓国における畜産物消費は，経済発展を

反映して大きく伸びてきた。これに伴い，

各畜種ともに生産の拡大をみたが，その動

向は畜種により異なる。

肉牛（韓牛）の生産は，90年代末にかけ

大きく増加したが，IMF危機後の景気後退

と01年に実施された牛肉輸入自由化の影響

で飼養農家数が急減，生産も減少し，停滞

気味になっている（第15表）。このなかで，

牛肉輸入量は国内生産量と肩を並べるまで

に増加した。今後は，韓牛のブランド化を

すすめて生産の維持・発展を図ることが課

題とされている。

乳牛飼養農家数も減少したが，１戸当た

り飼養戸数は50頭近くまで増加し，生産は

増加基調にあり，最近では需給は余剰気味

である。

豚肉は，飼育農家数は減少しているが総

飼養頭数は順調に増加し，１戸当たり飼養

頭数は500頭を超えて，大規模化が進んで

いる。なお，豚肉輸出は99年まで３億ドル

程度あったが，口蹄疫の発生により現在は

ごくわずかにとどまっている。輸入量は，

国内生産量の約１割にとどまっている。

ブロイラー・採卵鶏も規模拡大がすすん

でおり，生産も維持されている。ブロイラ

ーの自給率は75％程度であるが，鶏卵はほ
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   （単位　千トン）�

総供給量�

　生産�
　輸入�

　食用供給量�
　輸出�
　加工�

　期末在庫�

資料,（注）とも第７表に同じ�

第13表　果実の需給�

１，７６６�

１，７６６�
０�

１，５４０�
４２�
７�

０�

１９９０年�

２，８２７�

２，４８８�
３４０�

２，５１５�
３０�
３�

０�

０１�

   （単位　ウォン）

ミカン�（１５ｋｇ）�

梨（新高）�（１５ｋｇ）�

柿（富有）�（１５ｋｇ）�

ブドウ�
（キャンベルス）�

（５ｋｇ）�

リンゴ�
（ふじ）�

（１５ｋｇ）�

資料　第１２表に同じ�
（注）１　ソウルは上物、東京は全体平均価格である。    �

２　１円＝１０ウォンで換算した。    

第14表　果実卸売価格の日韓比較（２００２年）�

１５，０７１�

ソウル（ａ）�

３２，１００�

東京（ｂ）�

２．１３�

３５，５６９� ３１，３５０� ０．８８�

１５，６０５� １４，９５０� ０．９６�

２３，４０３� ２６，７００� １．１４�

２５，２９６� ３６，４５０� １．４４�

（ｂ／ａ）�

   （単位　千頭・羽，千戸，頭・羽/戸）

肉
牛�

乳
牛�

豚�

鶏�

資料　韓国農林部「農林業主要統計」�

　　第15表　家畜飼養頭羽数の推移�

１，６２２�
６２０�
２．６�

５０４�
３３�
１５．３�

４，５２８�
１３３�
３４．０�

７４，４６３�
１６１�
４６２．５�

１９９０年�

２，５９４�
５１９�
５．０�

５５３�
２４�
２３．０�

６，４６１�
４６�

１４０．５�

８５，８００�
２０３�
４２２．７�

９５�

１，４１０�
２１２�
６．７�

５４４�
１２�
４５．３�

８，９７４�
１７�

５２７．９�

１０１，６９３�
１７６�
５７７．８�

０２�

飼養頭数�
飼養農家数�
１戸当たり頭数�

飼養頭数�
飼養農家数�
１戸当たり頭数�

飼養頭数�
飼養農家数�
１戸当たり頭数�

飼養羽数�
飼養農家数�
１戸当たり羽数�



ぼ100％自給されている。

（注４）伊藤（2002）
（注５）李・金（2003）
（注６）韓国農林部「農林業主要統計」
（注７）農林水産省「平成14年度食品流通段階別価
格形成追跡調査　青果物経費調査報告」

（１） 国際化に対応した農政の展開

ウルグアイ・ラウンドでは，韓国は米を

04年まで関税化猶予することとしたが，豚

肉，鶏肉，かんきつ等は97年から，牛肉は

01年から自由化し，また大豆，ジャガイモ，

サツマイモ等の特別法による輸入制限品目

も関税化した。

このような動きのなかで，80年代末以降，

国際化に対応する新しい農政が展開されて

きた（第16表）。

それは，42兆ウォンという巨額な資金を

投じつつ，施設型農業へのシフトや農業機

械の導入を積極的にすすめ，輸出戦略品目

の専門団地育成をとおして，とくに日本市

場をターゲットとする競争力強化を図ろう

とするものであった。

しかしこれはさきにふれたとおり，農家

負債の累増，過剰生産，非適格者の事業認

定，中小農業者の疎外化等の問題を引き起

こした。

このようななかで98年に発足した金大中

政権は，親環境農業と直接支払いを前面に

出して農政転換を図りつつ，引き続き競争

力強化対策をすすめてきた。

（２） FTAを踏まえた今後の韓国農政

韓国は，工業国のなかではFTAへの取

組みが遅れているとの認識から，近年

FTAへの取組みを強めている。本年４月

にはチリとのFTAが発効し，さらに日本，

シンガポールと交渉中である。

チリとのFTAは，韓国側は米，リンゴ，

梨等を例外品目とし，また，ブドウについ

ては季節関税を導入，チリ側も洗濯機，冷
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２　韓国農政の展開

　資料　韓国農林部ホームページ,金泰坤（１９９６）等から作成�

第16表　国際化に対応した農政の推移�

内　容�農政・出来事�

１９８９年�

９１�

９３�

�

９４�
�

９８�

９９�
�
�

�

００�

価格・所得政策から構造改善へ�

１０年間（１９９２～２００１年）で４２兆ウォンを投資�

４２兆ウォン投資計画の１９９８年までの前倒し実施�

農産物輸入関税・配合飼料等付加価値税等を財源の目的税�

ウルグアイ・ラウンド対策。農地買入制限緩和,機械化・自動化営農体制構築,輸出
戦略品目育成（専門団地造成）等�

２００１年「親環境農業育成法」と改称�

金大中政権（１９９８年発足）による法体系整備。以後これに基づき,直接支払導入・
農家負債対策・親環境農業育成・流通改革等がすすめられる。競争力強化策とし
ては,輸出団地指定の拡大,輸出業者への支援等を実施�

親環境農業に対する直接支払�

水田農業に対する直接支払�

農漁村発展総合対策�

農漁村構造改善対策�

新農政５か年計画�

農漁村特別税創設�

農漁村発展対策および農政�
改革方策�

環境農業育成法�

農業・農村基本法制定�
�
�

親環境農業直接支払制度�

水田農業直接支払制度�



蔵庫を例外品目とした。

しかしその交渉過程では，農民団体から

激しい反対運動が展開された。

こうしたなかで，韓国政府は新しい農業

対策を打ち出し，04年２月の国会で次の特

別法が成立した。

①農漁村支援特別法（１兆２千億ウォン

の特別基金による救済）

②農漁村特別税延長特別法（同税の時限

延長）

③農家負債軽減特別法（政策金利引下げ

と負債整理資金創設等）

④農漁村生活の質向上および農漁村地域

開発促進特別法（健康・教育・福祉対策）

さらに韓国政府は，FTA，WTO交渉，

04年の米関税化特例措置をめぐる再交渉等

により発生する困難から農業・農村を守る

ため，04年からの10年間で119兆ウォンを

投入する農業・農村支援計画を発表してい

る。03年11月の農林部発表によれば，前半

５年間の投融資計画は第17表のとおりであ

り，経営安定対策，直接支払，競争力強化

を強く意識したものとなっている。

なお，漁業についても，韓国海洋水産部

は，10年間で12兆４千ウォンを投入する

「水産業・漁村総合対策」を発表している。
（注８）

（注８）韓国海洋水産部ホームページ

（１） 日韓FTAをめぐる論点

ａ　日韓FTAの経済効果

FTAの経済効果としては，一般に，静

態的効果と動態的効果の二つがあると整理

されている（第18表）。

日韓FTA共同研究会は，日韓FTAの経

済効果について両国の２研究機関による分

析を行った（第19表）。両機関とも，日韓

FTAは短期的には日本から韓国への貿易

黒字を増大させるが（静態的効果），長期的

な動態効果を考慮した場合，

両国に大きなメリットをもた

らすとしている。

しかしこの点については，

静態的効果と動態的効果には

タイムラグが生じることに留

意が必要と思われる。静態的

効果は関税引下げとともに表
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３　日韓FTAについて考える

　　　 合　　　計�

農村福祉増進・地域開発�
所得・経営安定強化�
直接支払事業�
農業体質強化・競争力強化�
農産物流通改善�
農業生産基盤整備�

資料　韓国農林部資料�

第17表　分野別投融資計画�

７，７０４�

５５７�
１，５５６�
６７１�
２，３４９�
６３７�
２，５１５�

金額�

１００．０�

７．２�
２０．２�
８．７�
３１．７�
８．３�
３２．６�

構成比�金額�構成比�金額�構成比�

２００３年� ０８� ０４～０８合計�

１１，３９１�

１，５７８�
３，１３６�
２，５９２�
４，２８４�
１，０１７�
１，３７６�

１００．０�

１３．９�
２７．５�
２２．８�
３７．６�
８．９�
１２．１�

５０，５１４�

６，１４０�
１２，９２４�
９，２４５�
１８，４５３�
４，９９９�
７，９９８�

１００．０�

１２．２�
２５．６�
１８．３�
３６．５�
９．９�
１５．８�

   （単位　１０億ウォン，％）�

資料　浦田(２００２）から筆者要約�

第18表　FTAの経済効果�

１　静態的効果（関税引下げ・輸入制限撤廃が域内
国の貿易に与える効果）             �
　（１）貿易創出効果（高コスト商品の生産が他の域

内国からの低コスト商品の輸入に置き換えら
れる�

　（２）貿易転換効果（域内国の関税が撤廃されるこ
とにより、域外国からの輸入が域内国からの
輸入に置き換えられる）             �

２　動態的効果（域内で規模の経済、競争をとおした
効率性の増大、協定国間における統合された生産
要素（資本や労働力）の利用等がすすみ、間接的に
域内国の経済成長につながる）             �
             �
             



れるが，
（注９）

動態的効果は徐々に表れるもので

あり，静態的効果が急激に生じる場合は，

動態的効果が発現する前に大きな困難に直

面する可能性があるからである。

ｂ　農業部門をどう考えるか

農産物にかかる日韓の現行関税率は，１

（２）ｂでみたとおり韓国の方が高く，たと

えば野菜・果実は日本の場合３～６％程度

であるのに対し，韓国は20～40％程度の関

税率を設定している品目が多い。

しかし，両国の生産費は，米の項で比較

したとおり大きな差があるため，関税引下

げは，韓国から日本への純輸出を増大させ

よう。韓国農村経済研究院は，日韓FTA

は韓国の対日農産物輸出を，主要９品目で

57億ドル増加させると推計している。
（注10）

一方最近は，日本からの農産物輸出への

取組みも生まれつつある。すでにみたとお

り，日韓の農産物の市場価格は生産費ほど

の格差はなく，日本の産物に対する高品質

イメージを生かせば，果実，花き等で一定

の輸出増加は可能と思われる。しかし，韓

国における所得格差の大きさを考えると，

日本農産物の市場は限定的なものにとどま

ろう。

さて，WTO農業交渉において日

韓両国は，農産物輸入国の立場か

ら，農産物についての柔軟な取扱

いを要求している。これは，日韓

の農業は小規模家族経営が中心で

相対的にコストが高いなど共通点

が多く，農業の持つ多面的機能を

維持するためには，経済効率性のみで貿易

問題を律することが不可能なためである。

このような「非貿易的関心事項」への配慮

の必要性は，農業以外でもみられる。たと

えば漁業の場合，日韓両国間では漁業資源

の維持・管理が重要な課題であり，単なる

関税撤廃による競争条件の整備のみでは，

漁業資源の急速な枯渇を招きかねないので

ある。

このような非貿易的関心事項について

は，FTAにおいても十分に配慮されるべ

きである。韓国では，財閥系シンクタンク

三星経済研究所も最近の報告書のなかで，

東アジア全体を考えれば韓国農業の日本に

対する優位はないため，東アジアFTAに

備え，日韓FTAでは主要な農産物を除外

しておくべきだとしている。
（注11）

さらに，将来においても日韓両国での農

業生産が持続できるかどうかの観点も必要

である。すなわち，日韓両国ともに農業者

の高齢化が著しく，これに対応した構造対

策をすすめているところであり，相互の市

場開放によって今現在の生産効率性のみを

基準に両国の農業を再編しても，その結果

将来にわたって生産が維持できるという保
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韓
国�

日
本�

資料　「日韓自由貿易協定共同研究会報告書」（２００３）     �
（注）　ＫＩＥＰは,韓国対外経済政策研究院,ＩＤＥは,アジア経済研究所     

第19表　日韓FTAの経済効果分析（共同研究会）�

％�
億米ドル�
億米ドル�

％�
億米ドル�
億米ドル�

単位�

△０．０７�
△６０．９０�
△１５．４３�

０．１４�
０．０４�
６０．９０�

KIEP

０．０６�
△３８．８５�
△２．７０�

０．００�
３８．８５�
５４．７９�

IDE

２．８８�
△４．４０�
３０．１４�

-�
-�
-

KIEP

静態効果� 動態効果�

８．６７�
△２４．６０�
４０８．００�

１０．４４�
２４．６０�
１８２．００�

IDE

GDP�
対日貿易収支�
対世界貿易収支�

GDP�
対韓貿易収支�
対世界貿易収支�



証はないからである。日韓両国とも食糧自

給率は国際的にも極めて低い水準にあり，

持続的な農業生産の確保についての配慮が

必要である。

このような点を考慮し，重要な品目につ

ては除外する等の対応が必要である。

ｃ　非農業部門への影響

日韓FTAが短期的には日本の対韓輸出

増加をもたらすと見込まれるため，韓国の

電子・機械・自動車および同部品産業・中小

企業に打撃が及ぶことが懸念されている。
（注12）

それでは，韓国側にメリットをもたらす

とされる動態的効果はどのようにして発現

するのであろうか。鄭（2004）はこの点に

ついて，進化経済学の手法によりつつ分析

を行っている。

第４図のとおり，「製品技術」（３区分）

と「工程技術」（２区分）の組み合わせに

より産業群を類型化して日韓の産業を比較

すると，日本は先端技術を応用しノウハウ

を蓄積しつつ，工作機械やロボットのよう

な独自の累積的新商品を生みだし（応用・

本場型産業群），また，川上から川下までの

フルセットの産業群を形成してきた。一方

韓国は，応用技術を本場型にするまでのス

キル・ノウハウの蓄積が十分に行われてい

ないが，鉄鋼，造船，メモリー半導体等の

分野で応用技術を移入し，大量生産により

輸出市場で競争力を築いてきた。しかしこ

れは，政府に支援された財閥による輸出主

導型の発展であり，国内でのフルセット型

産業構造を構成するには至っていない。

これらの分析を踏まえ，鄭は，今後韓国

は国内での応用・本場型産業群の育成に力

を入れるのではなく，むしろ他国とのグロ

ーバルな連携を強化するなかで国内産業を

強める戦略に転換すべきであり，その第一

農林金融2004・7
15 - 393

資料　鄭承衍（２００４）「日韓経済比較論」      �
（注）１　 製品技術 は本来的な原理・知識を指し,以下の３つに分類される。    �
　　　〈基礎型〉新製品技術,　〈応用型〉技術の進んだ企業・国に模倣・改良される段階�
　　　〈標準型〉成熟した市場のなかで標準化された技術    �
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　　　〈移植型〉本場型技術が他の企業・国に移転され,商品生産の役割のみを果たす技術    �
　　　（以上,注は筆者要約）    
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歩として，日本とのFTAを通して両国間

の市場統合を図り，産業間または産業内分

業をさらに強めるべきだと指摘している。

しかし，このような経済構造の変革は大

きな波紋を伴わざるをえないであろう。ま

た，動態的効果として期待されている日本

企業の対韓投資も，韓国の市場規模が小さ

いため期待したほど行われるかどうかも流

動的であろう。韓国にとっては，FTAに

伴う動態的効果発揮への道筋を明らかにす

ることが大きな課題といえよう。

ｄ　中国・ASEANとのFTA

03年の韓国の輸出先をみると，中国が大

きく増加して351億ドルとなり，アメリカ

（342億ドル）を抜いて第一の輸出先となっ

た。このため最近韓国の経済界では，中国

との連携を強化すべきであるとの考え方が

強まっている。一方農業分野では，中国か

らの輸入に対して極めて敏

感になってきている。いず

れにしても，日韓FTAを考

える場合，近くの巨大な存

在である中国のことを考慮

に入れる必要がある。

大西・尹は，日韓FTAと

日韓中三国FTAについての

経済的効果の分析を行って

いる（第20表）。まず日韓

FTAの場合は，日本の韓国

への純輸出が増加するとい

う既往研究と同じ傾向が出

ている。そして日韓両国の

経済成長のメリットが中国にも及び，中国

の輸出が増加するとみられる。一方，日韓

中FTAの場合は，中国の輸出増加ととく

に日本の輸入増加が強まり，日韓のGDPは

最終年度には弱含むとの見通しとなってい

る。中国の輸出企業のなかには日韓の進出

企業が相当含まれる等，数値の解釈はさま

ざまなものがありうるが，傾向として，中

国の輸出圧力の強さをうかがうことができ

る。こうした中国の輸出増加は，特定の産

業分野においては大きな影響を及ぼそう。

さらに，ASEAN諸国との間で関税を撤

廃した場合を考えると，さらに鋭い変化が

起きる可能性が考えられる。これは，発展

段階の異なる国同士が国境措置を撤廃する

のであるから，当然のことといえる。現在

並行してすすめられている日タイFTA交

渉では，このような，発展段階が異なるが

故の難しさが生じてくることになると考え
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られる。

ｅ　FTAと農業分野の国内対策

既にふれたとおり，韓国政府は，FTA

締結とWTO交渉の進展による農業分野へ

の影響を緩和するために，今後10年間で

119兆ウォンを投入する計画である。

わが国においても，新たな食料・農業・

農村基本計画策定に合わせて農政の全面的

な見直しが検討されているが，日韓をはじ

めとするFTA交渉やWTO交渉の結果が農

業に及ぼす影響を測り，それに対する国内

対策を農政のなかに整合のとれた形で織り

込む必要がある。

ところで，相互に国内対策を実施する場

合は，次のような問題も考えられる。

仮に，日本はＡ品目，韓国はＢ品目に比

較優位があり，相互に関税を撤廃するとす

る。そして，それぞれの国内生産への打撃

を避けるために，日本はＢ品目生産者に，

韓国はＡ品目生産者に所得補償をするもの

とする。その場合日韓間での生産の代替は

生じず，両国間では，価格が低下した分生

産が増加し，価格下落分は財政から生産者

に補填がなされることになる。また，日韓

両国以外との貿易に関しては，両国が相互

に関税を撤廃するため，域外国からの輸入

が減少し，その分は両国における生産と貿

易の増加につながる。しかし，この効果

（貿易転換効果）がどの程度あるかは品目に

よってまちまちであろう。従って，相互に

関税を引き下げつつ実施される国内対策

は，両国にとってのメリットにつながる場

合と，単なる商品価格下落と財政支出増加

に終わる場合とがありうる。そして，両国

間で関税を引き下げた結果は，今後他国と

の貿易交渉の際にマイナスの影響を及ぼす

可能性もあろう。

したがって，次項で述べるとおり，両国

は将来の農業の共通のイメージを描いてい

くことが重要なように思われる。

（注９）たとえば，韓・チリFTAが発効した2004年
４月の両国間の貿易は急増した。韓国の対チリ
輸出は前年同月比31％増加し，自動車（＋85％），
携帯電話（＋280％），カラーテレビ（＋200％）
等が増加した。一方チリの対韓輸出も59％増加
し，銅（＋117％），化学・木材・パルプ（＋
40％），ワイン（＋370％）等が増加した。（『朝
鮮日報』2004.6.6付記事）

（注10）Choi（2002）
（注11）『日本農業新聞』2004.4.26付記事
（注12）たとえば，韓国の全国経済人連合会（全経
連）は政府に対し，日韓FTAへの慎重な対処を
求めているといわれる。（『朝鮮日報』2004.4.23
付記事）

（２） 日韓FTAのめざすべき方向

――むすびにかえて――

ａ　東アジア地域の経済連携と日韓FTA

近年，FTAによる経済の地域統合が急

速に拡大している。NAFTA（北米自由貿

易協定），MERCOSUR（南米南部共同市場）

等，南北アメリカ大陸での統合がすすむ一

方で，欧州においては04年５月，EUに新

たに10か国が加盟して25か国の巨大な経済

圏が誕生した。

アジアにおいても，シンガポールやタイ

はアジア域内・域外の諸国とのFTAを積

極的にすすめているし，ASEAN諸国は03

年10月，2020年までに経済統合を完了する

ことで合意した。さらに中国は，02年11月
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に「中・ASEAN包括的経済協力枠組み協

定」に署名，タイとは約200品目の農産品

についてのアーリーハーベストの前倒し実

施を行った。

これらの背景には，WTOの下における

貿易交渉が円滑に進まないことがあるが，

こうした動きが広がるなかで，わが国や韓

国も，ある意味では否応なしにFTAへの

取組みを強化せざるを得なくなっている。

世界の経済圏が三つになる場合，経済厚

生は最小になるというクルーグマンの試算

もあるが，
（注13）

アジア経済はすでに強固な相互

依存関係を形成しつつあり，その連携強化

は押し止めることのできない流れになりつ

つある。

アジアにおける経済連携を考える場合，

いち早く工業化を実現した日本と韓国，さ

らに急速な経済発展を遂げて巨大な存在感

を示しつつある中国の３か国の役割は極め

て重要である。そういう意味で，日韓

FTAは，アジアの経済発展に対して大き

な影響を及ぼすものとなろう。また，現在

並行してすすめられている日タイFTA交

渉は，工業国と農業国のFTAとして，ま

た異なる問題を含む交渉となっている。

アジア地域は，小規模・家族経営による

農業が主体となっており，また，経済の発

展段階も国によって大きな差がある。した

がって，貿易交渉においても単なる関税撤

廃をとおして市場の手にゆだねるだけでは

すまない多くの問題を解決する必要がでて

くる。

しかし，90年代後半のIMF経済危機によ

る一時的後退はあったものの，今後アジア

地域が大きな発展を遂げていくことは疑い

のないところであり，そのうえで，経済の

連携関係を深めることは重要な課題であ

る。

したがって，日韓および日タイFTAは，

さきにあげた様々な問題をアジアの実態に

合わせて乗り越えつつ，アジアにおける経

済連携のモデルケースとなることを目指す

べきであろう。

そのためには，よく指摘されるように，

FTAを単なる貿易自由化協定と位置付け

ず，幅広い協力・連携の協定（EPA）とし

て取り組むことが，アジアの場合はとくに

重要である。

ｂ　センシティブな部門・品目への配慮

すでにみたとおり，比較的似ている日韓

両国のFTAにおいても，農業・非農業部

門それぞれに，センシティブな部分を抱え

ている。

農業部門においては，農業の多面的機能

の維持，相互に極めて低い水準となってい

る食糧自給率の確保，両国における将来に

わたっての持続的な農業生産の維持，等の

観点が重要である。非農業部門においては，

FTAの動態的効果発現への道筋を明らか

にし，それに沿った協定内容とすべきであ

ろう。

このような観点から，部門・品目の除外，

関税引下げの程度とタイムスケジュールが

検討されるべきである。

その場合問題となるのが，FTAにおい
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ては「実質上すべて」の貿易について関税

や制限的通商規則を廃止すべきであるとす

るGATT第24条との整合性である。

しかし，現実には，多くのFTAにおい

て多様な例外品目が設けられており，
（注14）

例外

品目の設定は両国の実態に即して，忌避さ

れるべきではない。また，WTOにおいて

は発展途上国に対する特別な待遇が認めら

れており，発展途上国を多く含むアジアに

おいては，より多様なFTA協定とするこ

との意義は大きい。

FTAで自由化すべき「実質上すべて」

の貿易の定義は，除外品目を10％以下とす

るとの解釈が一般的ではあるものの，明確

なコンセンサスを得たものはない。この点

については，アジアにおける広範囲な経済

連携を図るうえでは，より柔軟な解釈を強

く求めていくべきである。

ｃ　農業についての共通のビジョンを

すでにみたとおり，日韓両国の農業は小

規模，国際競争力の低位，生産者の高齢化，

食糧自給率の低さ等の共通した悩みを有し

ており，WTO農業交渉においても共通し

た立場からの主張を行っている。そのよう

な意味では，両国のFTAについても，相

互の農業の共存・共栄が図られる内容とす

べきである。

そのためには，除外品目の設定やそれぞ

れの国内対策が重要になることはもちろん

であるが，さらにすすんで，両国の農業に

ついての共通のビジョンを構築していくこ

とも視野に入れていくべきであろう。将来

において，両国の経済統合がさらにすすん

だ段階を想定すれば，EUにおけるような

共通農業政策も念頭におきつつ，議論をさ

らに深めることが求められているのではな

いであろうか。

そして，そのような段階を想定すれば，

日韓というより広いスケールのなかでの適

地適作と，気象条件の違いや食文化の違い

を生かした，より多様で豊富な農業と食の

世界を描くことも不可能ではないであろ

う。

単に目先の利害のみにとらわれることな

く，将来を見据えた検討がすすめられるこ

とを望みたい。

（注13）浦田（2002）
（注14）たとえば，北米自由貿易協定（NAFTA）
のカナダ－メキシコ間協定においては，両国と
も乳製品，家禽肉，卵，砂糖等を例外品目とし，
さらにカナダ側は78品目，メキシコ側は87品目
を例外品目としている。
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